
町田市就学奨励費支給要綱の一部改正について 

１ 改正理由 

  改正の理由は、次のとおりです。 

（１）入学準備金の支給の申請期限を定めるため

（２）就学奨励費の支給方法に関する規定を整理するため

（３）国の特別支援教育就学奨励費補助金の国庫補助対象限度額の引き

上げに伴い、オンライン学習通信費の支給額を増額するため

２ 改正内容 

改正の内容は、次のとおりです。 

（１）入学準備金の支給の申請期限に関する規定を加えます。（第６関

係） 

（２）奨励費の支給方法に関する規定について、校長が管理する口座に

振り込む場合の保護者からの委任について明記します。（第７関

係）

（３）オンライン学習通信費の支給額を１，０００円から１，１７０円

に増額します。（別表第３関係）

（４）その他文言の整理を行います。

３ 施行期日 

２０２２年１１月７日から施行し、改正内容の（３）は、２０２２

年４月１日から適用します。 

報告事項―３  

（学務課） 



町田市就学奨励費支給要綱の一部を改正する要綱  

町田市就学奨励費支給要綱（２０００年４月１日施行）の一部を次の

ように改正する。  

次の表に掲げる規定の下線を付した部分について改正する。  

改正後  改正前  

第４ 支給対象費目等  第４ 支給対象費目等  

１ 略  １ 略  

２ 前項の規定にかかわらず、同項に規

定する者がこの要綱の規定に基づく

奨励費以外の公費による援助を受け

ているときは、当該援助により金銭を

支給された費目に相当する費目に係

る奨励費については、支給しない。  

２ 前項の規定にかかわらず、他の制度

により同様の支給を受ける費目につい

ては、奨励費を支給しない。  

第６ 奨励費の支給認定等  第６ 奨励費の支給認定等  

１ 奨励費の支給を受けようとする者

は、別に定める申請書及び世帯の収入

額が確認できる書類その他教育長が必

要と認める書類を教育長に提出し、そ

の認定（以下「支給認定」という。）

を受けなければならない。ただし、教

育長は、当該書類により証明すべき事

実を公簿等により確認することができ

るときは、当該書類の添付を省略させ

ることができる。  

１ 奨励費の支給を受けようとする者

は、別に定める申請書に世帯の収入額

が確認できる書類を添えて教育長に提

出し、その認定（以下「支給認定」と

いう。）を受けなければならない。た

だし、教育長は、当該書類により証明

すべき事実を公簿等により確認するこ

とができるときは、当該書類の添付を

省略させることができる。  

２ 第４第１項に規定する費目のうち

入学準備金については、支給認定に係

る児童が小学校に就学した年又は支給

認定に係る生徒が中学校に就学した年

の４月１日から同月３０日までの間

に、前項の規定による申請をしなけれ

ばならない。  

 

３ 教育長は、第１項の規定による申請

があったときは、その内容を審査し、

支給認定を行うものとする。  

２ 教育長は、前項の規定による申請が

あったときは、その内容を審査し、支

給認定を行うものとする。  

４ 略  ３ 略  



第７ 奨励費の支給方法  第７ 奨励費の支給方法  

１ 奨励費は、支給認定を受けた者（以

下「支給認定者」という。）が指定す

る口座に振り込むことにより支給す

る。ただし、支給認定者が奨励費の受

領権限を当該認定に係る児童又は生徒

が在籍する学校の校長に委任する場合

は、当該校長が管理する口座に振り込

むことにより支給する。  

１ 奨励費は、支給認定を受けた者（以

下「支給認定者」という。）が指定す

る口座又は当該支給認定に係る児童若

しくは生徒が在籍する学校の学校長の

口座に振り込むことにより支給する。  

２・３ 略  ２・３ 略  

別表第３（第５関係）  別表第３（第５関係）  

支給対

象費目  

支給対

象学年  

支給額  備

考  

略  略  略  略  

オンラ

イン学

習通信

費  

小 学 校

及 び 中

学 校 全

学年  

１世帯につ

き１月当た

り１，１７０

円  

 

略  略  略  略  
 

支給対

象費目  

支給対

象学年  

支給額  備

考  

略  略  略  略  

オンラ

イン学

習通信

費  

小 学 校

及 び 中

学 校 全

学年  

１世帯に つ

き１月当 た

り１，０００

円  

 

略  略  略  略  
 

 

附 則  

この要綱は、２０２２年１１月７日から施行し、改正後の別表第３の

規定は、同年４月１日から適用する。  

 


